
昭島市総合評価落札方式実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市が締結する工事の請負契約の相手方を決定するに当

たって、総合評価落札方式による入札を行うことについて、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

(１) 総合評価落札方式 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下

「政令」という。）第167条の10の２第１項又は第２項（政令第167条の

13において準用する場合を含む。）の規定により価格その他の条件が市

にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者とする方式を

いう。 

(２) 工事実績情報システム 一般財団法人日本建設情報総合センターが

運営する、公共工事の施工実績に関する情報を公共機関に提供するデー

タベースシステムをいう。 

(３) 工事成績評定点 昭島市工事成績評定要領（平成17年４月１日実施）

第11条の規定に基づく工事成績評定通知書の総評定点をいう。 

(４) 同種工事 工事実績情報システムにおける工事種別及び工事実績情

報システムに基づき作成される工事カルテにおける業種又は工種が、総

合評価落札方式による入札の対象となる工事（以下「対象工事」とい

う。）と同一の工事をいう。 

（総合評価の方式） 

第３条 総合評価落札方式における総合評価の方式は、国土交通省が作成す

る「総合評価実施マニュアル」に示される同種工事の施工実績、工事成績

等の定量化された評価項目及び入札価格を総合的に評価する「市町村向け

簡易型（特別簡易型）総合評価方式」によるものとする。 

（対象工事） 

第４条 対象工事は、次に掲げる工事について、昭島市指名業者選定等委員

会（以下「委員会」という。）の議を経て選定する。 

(１) 予定価格が5,000万円以上の工事 

(２) 国等からの補助金交付対象事業等で特に総合評価落札方式での入札

が必要と認められる工事 



（落札者決定基準） 

第５条 政令第167条の10の２第３項（政令第167条の13において準用する場

合を含む。）に規定する落札者決定基準は、次条に規定する学識経験者の

意見を聴いた上で定める。 

（学識経験者） 

第６条 政令第167条の10の２第４項（政令第167条の13において準用する場

合を含む。）に規定する学識経験者（次条において「学識経験者」という。）

は、建設工事について技術的な知識又は経験を有する者のうちから２人以

上を市長が委嘱する。 

（評価項目） 

第７条 総合評価落札方式における評価の項目は、別表に掲げる評価項目を

標準として、対象工事ごとに工事内容及び工事規模を勘案し、委員会の議

を経て定めるものとする。 

２ 前項の場合において、別表に掲げる評価項目と異なる定めをするときは、

政令第167条の10の２第４項の規定に準じ、２人以上の学識経験者の意見

を聴かなければならない。 

（評価の方法） 

第８条 総合評価落札方式における評価は、価格点、施工能力評価点及びそ

の他の評価点を合計した点数（以下「総合評価点」という。）により行う。 

２ 価格点は、次により算定する。 

100×（１－入札価格÷予定価格） 

３ 施工能力評価点は、次に掲げる評価項目について次条から第11条までの

規定により算定する。 

(１) 施工実績 

(２) 工事成績 

(３) 配置予定技術者の資格及び実績 

４ その他の評価点は、次に掲げる評価項目について第12条から第14条まで

の規定により算定する。 

(１) 地域精通度 

(２) 地域・社会貢献度 

(３) その他の評価項目 

（施工実績の評価点） 

第９条 施工実績の評価点は、総合評価落札方式による入札に参加する事業

者（以下「入札参加者」という。）が対象工事の入札の公告（以下「入札



公告」という。）のあった日（以下「公告日」という。）の属する年度以前

６年度において施工を完了した同種工事（入札参加者が出資比率30パーセ

ント以上で共同企業体として施工した工事を含む。）のうち、工事の規模

（高さ、長さ、面積等を基準として、当該入札公告において指定するもの

に限る。）が対象工事の２分の１以上のもの（市又は他の公共機関が発注

した工事に限る。）について、別表の規定により算定する。 

２ 施工実績の評価点の算定に当たって、前項の同種工事を対象としたので

は、適正に評価することができないと認められるときは、同項の規定にか

かわらず、公告日の属する年度の以前６年度より前に施工を完了した同種

工事を対象とすることができる。 

（工事成績の評価点） 

第10条 工事成績の評価点は、公告日の１月前までに入札参加者が施工を完

了した同種工事（市が発注したものに限る。）で、当該同種工事に係る工

事成績評定通知書を発した日（以下「通知日」という。）が公告日の属す

る年以前６年度において、直近の３件（件数が３件に満たないときは、そ

の件数）の工事成績評定点の平均点数を基礎として、別表の規定により算

定する。 

２ 前項の場合において、通知日が同一の同種工事が複数あるときは、工事

成績評定点の高い順にその通知日が公告日により近い工事とみなす。 

（配置予定技術者の資格点及び実績点） 

第11条 配置予定技術者の資格点は、対象工事の建設業法（昭和24年法律第

100号）上の業種における配置予定技術者の資格（複数の資格を有すると

きは、上位の１つの資格）について、別表の規定により算定する。 

２ 配置予定技術者の実績点は、工事の規模（入札公告において指定するも

のに限る。）が対象工事と同程度又はそれ以上の同種工事に従事した者の

実績について、工事実績情報システムに登録されたデータに基づき、別表

の規定により算定する。この場合において、その者が複数の同種工事に従

事した実績を有するときは、最も高い得点をもって配置予定技術者の実績

点とする。 

（地域精通度に係る評価点） 

第12条 地域精通度に係る評価点は、市内に本店又は支店若しくは営業所を

有し、かつ、市内において引き続き１年以上の営業実績を有する入札参加

者のうち、別に定める要件を満たすものについて、別表の規定により算定

する。 



（地域・社会貢献度に係る評価点） 

第13条 地域・社会貢献度に係る評価点は、次に掲げる項目について、別表

の規定により算定する。 

(１) 防災協定活動点 入札参加者が、市と災害時における協力に関する

協定を締結している場合、又は市と同協定を締結している団体の構成員

である場合の評価項目 

(２) 災害応急復旧工事等の実績点 入札参加者が公告日の属する年度以

前６年度に災害時において市又は東京都から発注を受けて応急復旧工事

等を施工完了した実績を有する場合（東京都が発注する道路補修等の単

価契約工事及び緊急施工工事については、施工場所が市の区域を含む場

合に限る。）の評価項目 

(３) 建設業退職金共済制度等の加入・導入点 入札参加者が建設業退職

金共済制度に加入し、又は退職一時金制度を導入している場合の評価項

目 

(４) 市内事業者の積極的活用の実績点 入札参加者が公告日の属する年

度以前６年度において市から受注した工事で、下請負人（下請負人一覧

表により届出のある市内の事業者に限る。）にその一部を請け負わせた

ものがある場合の評価項目 

（落札者の決定方法） 

第14条 予定価格の制限の範囲内の価格で申込みをした入札参加者のうち、

総合評価点が最も高いものを落札者とする。この場合において、総合評価

点が最も高い入札参加者が２者以上あるときは、くじ引きによって落札者

を決定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、総合評価点が最も高いものの入札金額が調査

基準価格を下回ったときは、別に定めるところにより低入札価格調査を実

施し、落札者を決定する。 

（入札公告） 

第15条 総合評価落札方式による入札を実施しようとするときは、昭島市契

約事務規則（昭和40年昭島市規則第４号。以下「規則」という。）第８条

に規定する事項のほか、次に掲げる事項について具体的に明示するものと

する。 

(１) 価格点の評価方法 

(２) 施工能力等の評価項目、評価方法及び評価点 

(３) 入札の方法及び落札者の決定方法 



(４) 提出すべき評価資料の種類及び書式並びに提出方法 

(５) その他市長が必要と認める事項 

（評価結果等の公表） 

第16条 市長は、総合評価落札方式による入札により落札者を決定したとき

は、落札者その他の入札参加者の評価結果について公表するものとする。 

（入札の方法） 

第17条 総合評価落札方式による入札の方法は、電子入札とする。 

（予定価格等の設定） 

第18条 市長は、総合評価落札方式による入札の実施に当たって規則第17条

の予定価格を定めるものとする。 

２ 予定価格及び調査基準価格は、入札前には公表しないものとする。 

（評価資料） 

第19条 市長は、入札参加者に対し、評価資料として次に掲げる資料の提出

を求めるものとする。 

(１) 施工能力に関する資料 

(２) 配置予定技術者の資格に関する資料 

(３) 地域精通度及び地域・社会貢献度に関する資料 

(４) その他市長が必要と認める資料 

２ 入札参加者は、前項の評価資料を提出した後においては、その内容を変

更することができない。ただし、入札公告において提出後の変更を認める

旨を明示した場合その他市長が必要と認める場合は、この限りでない。 

３ 入札参加者から提出された評価資料は、次のとおり取り扱うものとする。 

(１) 入札参加者の承諾があった場合を除き、入札参加の資格審査及び評

価に関すること以外には使用しないこと。 

(２) 返却及び公表は、原則として行わないこと。 

（読替え） 

第20条 総合評価落札方式による入札を指名競争によって実施する場合は、

前各条の規定中「対象工事の入札の公告」とあるのは「対象工事に係る入

札事項の通知」と、「入札公告」とあるのは「指名通知」と、「公告日」と

あるのは「指名通知日」とする。 

（その他） 

第21条 この要綱に定めるもののほか、総合評価落札方式による入札の実施

に関し必要な事項は、別に定める。 

  



附 則 

この要綱は、平成 24 年８月 14 日から実施する。 

附 則（平成 27 年 10 月１日要綱第 59 号） 

この要綱は、平成 27 年 10 月１日から実施する。 

附 則（平成 29 年４月１日要綱第 76 号） 

この要綱は、平成 29 年４月１日から実施する。 

附 則（平成 30 年４月１日要綱第 49 号） 

１ この要綱は、平成 30 年４月１日から実施する。 

２ この要綱は、平成30年４月１日以降に発注する工事の請負契約につい

て適用し、同日前に発注する工事の請負契約については、なお従前の例

による。 

附 則（令和元年 10 月１日要綱第 13 号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年10月１日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要綱は、令和元年10月１日以降に発注する工事の請負契約につい

て適用し、同日前に発注する工事の請負契約については、なお従前の例

による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第７条関係） 

標準評価項目 

  評価項目  評価内容 評価基準 配点 

Ａ
企
業
の
施
工
能
力 

施工実績 

第９条 

公告日の属する
年度以前６年度
における同種工
事の施工実績 
（入札参加者の
出資比率が30％
以上で、共同企
業体として施工
し た 工 事 を 含
む。） 

a. 本市が発注した同種工事で規模が同程度以
上の工事の実績がある。 

4 

b. その他の公共機関が発注した同種工事で規
模が同程度以上の工事の実績がある。 

3 

c. 本市が発注した同種工事で規模が2分の1以
上の工事の実績がある。 

2 

d. その他の公共機関が発注した同種工事で規
模が2分の1以上の工事の実績がある。 

1 

e. aからdに該当する実績が無い。 0 

工事成績 
第10条 

公告日の属する
年度以前６年度
における本市発
注工事のうち同
種工事の成績評
定点の直近３件
の平均点 

a. 80点以上 5 

b. 75点以上 80点未満 4 

c. 70点以上 75点未満 3 

d. 65点以上 70点未満 2 

e. 60点以上 65点未満 1 

f. 工事成績なし 0 

ｇ. 60点未満 -1 

配置予定
技 術 者
（監理又
は主任技
術者）  
 
第11条 

保有資格 
（ 施 工 管 理 技
士、建築士、技
術士などで、入
札公告で指定す
る。） 

a. 1級技術者（施工管理技士、建築士、技術
士） 

2 

b. 2級技術者（施工管理技士、建築士） 1 

c. その他の技術者 0 

配置予定技術者
が同種工事にか
かわった実績 
 

a. 監理技術者、主任技術者、現場代理人とし
て本市が発注した同種工事で規模が同程度以
上の工事の実績がある。 

4 

b. 監理技術者、主任技術者、現場代理人とし
てその他の公共機関が発注した同種工事で規
模が同程度以上の工事の実績がある。 

3 

c. 監理技術者、主任技術者、現場代理人とし
て本市が発注した同種工事で規模が２分の１
以上の工事の実績がある。 

2 

d. 監理技術者、主任技術者、現場代理人とし
てその他の公共機関が発注した同種工事で規
模が２分の１以上の工事の実績がある。 

1 

e. aからdに該当する実績が無い。 0 

Ｂ 
地 
域 
精 
通 
度 

営業拠点
の所在地  
 
第12条 

本市内に本店又
は支店若しくは
営業所を有し、1
年以上営業を継
続している。 

a. 市内に本店を有し、かつ1年以上市内で営
業を継続している。 

2 

b. 市内に支店又は営業所を有し、かつ1年以
上市内で営業を継続している。 

1 

c. a及びbに該当しない。 0 



Ｃ 

地
域
・
社
会
貢
献
度 

防災協定
活動点  
 
第13条第
1号 

本市と災害時に
おける協定を締
結又は協定の締
結がある団体の
構成員である。 

a. 締結がある又は協定のある団体の構成員で
ある。 

2 

b. aに該当しない。 0 

災害応急
復旧工事
等の実績 
 
第13条第
２号 

公告日の属する
年度以前６年度
において災害時
における緊急施
工工事を、本市
又は東京都から
発注を受け、完
了した実績があ
る。 

a. 実績がある。 1 

b. aに該当しない。 0 

建設業退
職金共済
制度等  
 
第13条第
３号 

建設業退職金共
済制度に加入、
又は退職一時金
制度を導入して
いる。 

a. 加入又は導入している。 1 

b. aに該当しない。 -1 

市内業者
の積極的
活用 
 
第13条第
４号 

公告日の属する
年度以前６年度
において受注し
た本市発注工事
で、下請負人に
工事の一部を請
負わせたものに
ついて、本市内
業者を下請負人
としている。 

a. 活用している。 1 

b. aに該当しない。 0 

合                     計 22 

○ （加算方式）評価値＝価格評価点＋施工能力等評価点 

○ 価格評価点：100×（1-入札価格／予定価格） 

○ 施工能力等評価点：最高22点（上記評価項目・基準より算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


